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１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績             （注）記載金額は、百万円未満の金額を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 13,156 △ 3.5 244 △ 2.2 255 1.9

14年  3月期 13,634 △ 7.2 249 △ 24.8 250 △ 4.4

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 23 △ 50.2 2.93 - 0.5 1.7 1.9

14年  3月期 47 △ 67.7 5.90 - 1.1 1.7 1.8
(注)①期中平均株式数 15年  3月期     8,083,473 株　　　14年  3月期     8,087,332 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 10.00 - 10.00 80 340.1 2.0

14年  3月期 10.00 - 10.00 80 169.4 2.0

（注）15年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 14,855 3,996 26.9 494.56

14年  3月期 13,898 4,065 29.3 502.75

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期      　8,081,020 株　14年  3月期      　8,087,450 株

 　 ②期末自己株式数　　15年  3月期          　6,980 株　14年  3月期            　550 株

２. 業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 15年 9月 30日 ） [６ヶ月決算]
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

15年  9月期 5,170 97 56 - － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（15年9月期）   ６ 円 92 銭 

（注）当社は平成15年10月１日をもって第一セメント株式会社と合併する予定ですので、上記予想数値は合併前の平成15年

　　  ４月１日から平成15年９月30日までの期間（６ヶ月）の数値を記載しております。

＜参考＞ 新会社の16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

通　　期 16,000 940 500 － 5.00 5.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   21 円 03 銭 

（注）通期の業績予想数値は、平成15年10月１日の第一セメント株式会社との合併を前提としたもので、合併後の新会社
　　　「株式会社デイ・シイ」の数値を記載しております。
　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な
　 　要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１１．財務諸表等 
 
 貸借対照表 
                                                                                      （単位：千円） 

      当     期       前     期   
   比 較 増 減  
(平成15年３月31日現在） (平成14年３月31日現在)   

                      期  別 
 
 
科  目 金    額 構 成 比     金    額 構 成 比     金    額  

  （ 資 産 の 部 ）                   ％        ％   

Ⅰ．流 動 資 産                   
 １．現 金 及 び 預 金                    933,115          993,385         △60,269  
 ２．受 取 手 形                  1,969,947        1,828,724          141,223  
 ３．売 掛 金                  2,016,292        2,191,077        △174,784  
 ４．商 品                     57,002           73,509         △16,507  
 ５．製 品                     77,633           97,364         △19,731  
 ６．原 材 料                     61,168           67,774          △6,606  
 ７．仕 掛 品                     13,621           14,709          △1,088  
 ８．貯 蔵 品                      9,506           10,496            △990  
 ９．前 渡 金                     78,679           77,333            1,346  
  10．前 払 費 用                     20,538           18,644            1,893  
 11．短 期 貸 付 金                    347,170          368,810         △21,640  
 12．繰 延 税 金 資 産                     65,915           30,720           35,194  

13. そ の 他         109,067          208,705         △99,637  
 14．貸 倒 引 当 金                   △17,770         △17,256            △513  

   流 動 資 産 合 計                  5,741,890    38.7       5,964,001    42.9       △222,111  
       
Ⅱ．固 定 資 産                   
 １．有 形 固 定 資 産                  
    (1) 建 物                   940,160          961,263         △21,102  
    (2) 構 築 物                   177,526          193,383         △15,856  
    (3) 機 械 装 置                   213,803          240,196         △26,393  
    (4) 車 両 運 搬 具                     2,777            7,316          △4,538  
    (5) 器 具 備 品                    51,045           63,451         △12,405  
    (6) 土 地                 1,067,651          628,701          438,949  
    (7) 建 設 仮 勘 定                     1,785           99,855         △98,070  

       有 形 固 定 資 産 合 計                 2,454,749    16.5       2,194,168    15.8         260,581  
 ２．無 形 固 定 資 産                  
    (1) 借 地 権         154,334          154,334                -  
    (2) 採 取 権                 2,634,892        1,943,498          691,393  
    (3) ソ フ ト ウ ェ ア          11,912           17,429          △5,516  
    (4) そ の 他                    57,862            5,187           52,675  

       無 形 固 定 資 産 合 計                 2,859,001    19.2       2,120,449    15.3         738,552  
 ３．投 資 そ の 他 の 資 産                  
    (1) 投 資 有 価 証 券                   257,548          253,859            3,689  
    (2) 関 係 会 社 株 式                 1,117,640        1,117,640                -  
    (3) 出 資 金                   153,198          147,198            6,000  
    (4) 長 期 貸 付 金                   305,999           19,084          286,915  
    (5) 長 期 前 払 費 用                    11,734           14,560          △2,826  
    (6) 賃 貸 用 不 動 産           1,027,244          900,455          126,788  
    (7) 保 険 積 立 金                   152,799          272,803        △120,003  
    (8) 保 証 金                    96,878          121,934         △25,056  
    (9) 繰 延 税 金 資 産         256,167          338,234         △82,067  
   (10) 再評価に係る繰延税金資産         328,106          338,490         △10,384  
   (11) そ の 他          96,740          126,273         △29,533  
   (12) 貸 倒 引 当 金                   △3,836         △30,708           26,872  

        投資その他の資産合計           3,800,222    25.6       3,619,827    26.0         180,395  

       固 定 資 産 合 計           9,113,973    61.3       7,934,444    57.1       1,179,529  

       資 産 合 計          14,855,864   100.0 13,898,446   100.0         957,417  
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                                                                                      （単位：千円） 
当     期 前     期   

   比 較 増 減  
(平成15年３月31日現在） (平成14年３月31日現在)   

                      期  別 
 
 
科  目 金    額 構 成 比     金    額 構 成 比     金    額  

  （ 負 債 の 部 ）                    ％        ％   
Ⅰ．流 動 負 債                    
 １．支 払 手 形                     746,869          889,478        △142,609  
 ２．買 掛 金                   1,324,781        1,087,688          237,093  
 ３．短 期 借 入 金                   4,906,872        3,827,872        1,079,000  
 ４．一年以内償還予定社債                     100,000                -          100,000  
 ５．未 払 金                     116,306           38,488           77,817  
 ６．未 払 法 人 税 等                       6,767                -            6,767  
  ７．未 払 消 費 税 等                           -           38,119         △38,119  
 ８．未 払 費 用                     267,123          329,609         △62,486  
 ９．賞 与 引 当 金                      44,000           58,000         △14,000  
 10．設 備 支 払 手 形          44,573           12,967           31,606  
 11．そ の 他                      12,374            14,355           △1,980   

   流 動 負 債 合 計                   7,569,668    51.0       6,296,579    45.3       1,273,088 
       
Ⅱ．固 定 負 債                    
 １．社 債         400,000                -          400,000  
 ２．長 期 借 入 金                   2,344,034        2,838,906        △494,872  
 ３．退 職 給 付 引 当 金                      77,830           86,488          △8,658  
 ４．役員退職慰労引当金                      72,180          227,843        △155,662  
 ５．緑 化 対 策 引 当 金                      88,596           85,115            3,480  
 ６．跡 地 整 地 引 当 金                      72,515           69,606            2,908  
 ７．預 り 保 証 金                     147,879          165,075         △17,196  
 ８．そ の 他          86,533           62,847           23,685  

      固 定 負 債 合 計       3,289,568    22.1       3,535,882    25.4       △246,314  

      負 債 合 計      10,859,236    73.1       9,832,461    70.7       1,026,774  

       
  （ 資 本 の 部 ）                   
Ⅰ．資 本 金                            -        -       1,156,355     8.3     △1,156,355  
Ⅱ．資 本 準 備 金                            -        -       1,021,442     7.4     △1,021,442  
Ⅲ．利 益 準 備 金                            -        -         133,254     0.9       △133,254  
Ⅳ．再 評 価 差 額 金                            -        -       △730,354   △5.2         730,354  
Ⅴ．そ の 他 の 剰 余 金                    
 １．任 意 積 立 金                           -        1,734,336      △1,734,336  
   (1)特 別 償 却 準 備 金                           -           18,347         △18,347  
   (2)固定資産圧縮特別勘定準備金               -           15,988         △15,988  
   (3)別 途 積 立 金                           -        1,700,000      △1,700,000  
 ２．当 期 未 処 分 利 益                           -          751,980        △751,980   

   その他の剰余金合計                           -        -       2,486,317    17.9     △2,486,317 
Ⅵ．その他有価証券評価差額金               -        -           △830   △0.0             830  
Ⅶ．自 己 株 式                            -        -         △199   △0.0           199 

資 本 合 計                           -        -       4,065,984    29.3     △4,065,984  

       
Ⅰ．資 本 金                    1,156,355     7.7               -       -       1,156,355  
Ⅱ．資 本 剰 余 金       
   資 本 準 備 金       1,021,442                -        1,021,442  

   資 本 剰 余 金 合 計       1,021,442     6.9               -       -       1,021,442  
Ⅲ．利 益 剰 余 金       
 １. 利 益 準 備 金         133,254                -          133,254  
 ２．任 意 積 立 金       1,753,152                -        1,753,152  
 ３．当 期 未 処 分 利 益         676,045                -          676,045  

   利 益 剰 余 金 合 計       2,562,452    17.3               -       -       2,562,452  
Ⅳ．土 地 再 評 価 差 額 金       △740,738   △5.0               -       -       △740,738  
Ⅴ．その他有価証券評価差額金           △851   △0.0               -       -           △851  
Ⅵ．自 己 株 式                    △2,032 △0.0               -       -       △2,032  

   資 本 合 計     3,996,627    26.9               -       -      3,996,627  

   負 債 及 び 資 本 合 計    14,855,864 100.0      13,898,446 100.0       957,417 
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 損益計算書 
                                                                                      （単位：千円） 

      当     期       前     期   

   自  平成14年４月１日    自  平成13年４月１日  比 較 増 減  
   至 平成15年３月31日    至 平成14年３月31日   

                      期  別 
 
 
科  目 金    額 百 分 比     金    額 百 分 比     金    額  

        ％        ％   

Ⅰ．売 上 高                  13,156,520   100.0      13,634,088   100.0       △477,567  
       
Ⅱ．売 上 原 価                  11,213,391    85.2      11,129,233    81.6          84,157  

     売 上 総 利 益                  1,943,129    14.8       2,504,854    18.4       △561,725  

       
Ⅲ．販売費及び一般管理費                   1,699,118    13.0       2,255,309    16.6       △556,190  

     営 業 利 益                    244,010 1.8         249,545     1.8       △5,534  

       
Ⅳ．営 業 外 収 益                     196,893     1.5         206,468     1.5       △9,575  
 １．受 取 利 息                     12,455           10,265            2,189  
  ２．受 取 配 当 金                      2,725            4,342          △1,616  
 ３．賃 貸 用 不 動 産 収 入                    109,208          111,279          △2,070  
 ４．そ の 他                     72,503           80,582          △8,078  
       
Ⅴ．営 業 外 費 用                     185,580     1.4         205,675     1.5        △20,094  
 １．支 払 利 息                     91,684          100,551          △8,866  
 ２．社 債 利 息                        728            9,187          △8,458  
  ３．賃 貸 用 不 動 産 費 用                     37,322           49,488         △12,165  
  ４．採 取 権 償 却 費                     42,677           44,812          △2,135  
 ５．そ の 他                     13,166            1,635           11,531  

     経 常 利 益                    255,323     1.9         250,338     1.8           4,985  

       
Ⅵ．特 別 利 益                           -          113,403     0.8       △113,403  
  １．固 定 資 産 売 却 益                          -          100,797        △100,797  
  ２．そ の 他                          -           12,605         △12,605  
       
Ⅶ．特 別 損 失                     178,711     1.3        257,310     1.9        △78,599  
  １．固 定 資 産 処 分 損                      7,017            1,652            5,364  
  ２．固 定 資 産 売 却 損                          -              773            △773  
  ３．八 溝 工 場 閉 鎖 費 用                          -          109,929        △109,929  
  ４．投資有価証券評価損                     59,211          116,378         △57,166  
  ５．貸 倒 損 失           3,411                -            3,411  
  ６．役 員 退 職 金                     49,200            8,662           40,537  
  ７．特 別 退 職 金                          -            9,026          △9,026  
  ８．合 併 関 連 費 用          41,000                -           41,000  
  ９．社 葬 費 用          10,536                -           10,536  
  10．保 険 解 約 損           7,024                -            7,024  
  11．リ ー ス 解 約 金           1,309                -            1,309  
  12．そ の 他                          -           10,887         △10,887  

 税 引 前 当 期 純 利 益                       76,612     0.6         106,431     0.7        △29,818  
 法人税、住民税及び事業税                        6,000     0.0           8,500     0.0         △2,500  

 法 人 税 等 調 整 額                       46,856     0.4          50,194     0.4         △3,337  

 当 期 純 利 益                       23,756     0.2          47,737     0.3        △23,981  
 前 期 繰 越 利 益                      652,289          704,243         △51,953  

 当 期 未 処 分 利 益                     676,045          751,980         △75,934  
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 利益処分案 
                                                                                      （単位：千円） 

当     期 前     期   
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日   比 較 増 減  

                      期  別 
 
科  目 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日   

  当 期 未 処 分 利 益                        676,045            751,980        △75,934  

  特別償却準備金取崩額                          1,914             11,826         △9,911  
  固定資産圧縮特別勘定準備金取崩額                             46,631             15,988          30,642  

      合      計            724,592            779,795        △55,203 
 

     

  利 益 配 当 金                         80,810             80,874            △64  
                      (１株につき10円)       (１株につき10円)   
  特 別 償 却 準 備 金                 59                  -              59  
  固定資産圧縮特別勘定準備金                               -             46,631        △46,631  

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金             31,568                  -          31,568  

      合      計            112,438            127,505        △15,067  

  次 期 繰 越 利 益                       612,153            652,289        △40,136  

  (注) 利益配当金は、自己株式を前期550株、当期6,980株それぞれ除いて計算しております。 
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重要な会計方針 
 

当     期 前     期  
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日  

                      期 別 
 
項 目 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日  

１.有価証券の評価基準及び評価
方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
同  左 

(2) その他有価証券 

 

      時価のあるもの 
       決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定） 

    時価のないもの 
      移動平均法による原価法 

    時価のあるもの 
同  左 

 
 
 
    時価のないもの 

同  左 

 

２.デリバティブ等の評価基準
及び評価方法 

時価法 同  左  

３.たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

(1) 商品、製品、原材料及び仕掛品 
総平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 
    最終仕入原価法による原価法 
     (ただし、栃木工場及び群馬工場の切

削用部品については総平均法による
原価法） 

(1) 商品、製品、原材料及び仕掛品 
同  左 

(2) 貯蔵品 
    最終仕入原価法による原価法 
     (ただし、栃木工場の切削用部品につ

いては総平均法による原価法） 

 

４.固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 
定率法 

      (ただし、栃木工場及び群馬工場は
定額法） 

      ただし、平成10年４月1日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く。)
については、定額法。 
なお、主な耐用年数は、以下のとお

り。 

(1) 有形固定資産 
定率法 

      (ただし、栃木工場は定額法、八溝
工場は生産高比例法） 

      ただし、平成10年４月1日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く。)
については、定額法。 
なお、主な耐用年数は、以下のとお

り。 

 

         建物及び構築物     ５～47年         建物及び構築物     ５～47年  
         機械装置及び運搬具 ６～８年         機械装置及び運搬具 ６～８年  
 (2) 無形固定資産 

定額法 
（ただし、採取権については生産高比
例法） 
なお、ソフトウェア（自社利用）につ
いては、社内における見込利用可能期
間（５年）の基づく定額法。 

(2) 無形固定資産 
同  左 

 

 

 (3) 長期前払費用及び賃貸用不動産 
定額法 

(3) 長期前払費用及び賃貸用不動産 
同  左 

５.繰延資産の処理方法 社債発行費 
支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 

６.外貨建の資産及び負債の本
邦通貨への換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為
替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 

同  左 
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当     期 前     期  
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日  

                      期 別 
 
項 目 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日  

７.引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

(1) 貸倒引当金 
同  左 

 

 

(2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えて、支給見込

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
同  左 

 
(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、当期末にお
ける退職給付債務及び年金資産に基づき
当期末において発生していると認められ
る額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
同  左 

 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額の100％を計上して
おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同  左 

 

(5) 緑化対策引当金 
将来の林地開発跡地の緑化のための支

出に備えて、期末における必要な緑化対策
費用の見積額を計上しております。 

(5) 緑化対策引当金 
同  左 

 

 

(6) 跡地整地引当金 
将来の砂利採取跡地の整地のための支

出に備えて、期末における必要な跡地整地
費用の見積額を計上しております。 

(6) 跡地整地引当金 
同  左 

 

 

８.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

同  左 
 

 

９.ヘッジ会計の方法 
 

(1) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理をしております。なお、

金利スワップ及び金利オプションについ
ては特例処理の要件を満たしている場合
は特例処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同  左 

 

 (2) ヘッジ手段、ヘッジ対象及びヘッジ方針 
骨材輸入に関する予定取引に係る為替

変動リスクをヘッジするために、社内管理
規程に基づき為替予約契約を締結してお
ります。又、変動金利の借入金に関する金
利変動リスクをヘッジするために、社内管
理規程に基づき金利スワップ契約及び金
利オプション契約を締結しております。 

(2) ヘッジ手段、ヘッジ対象及びヘッジ方針 
同  左 

 

 (3) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ取引開始時には、社内管理規程に

基づき予想される相場変動をヘッジ手段
に個別に対応させて有効性を判定してお
ります。ヘッジ取引時以降はヘッジ対象と
ヘッジ手段との間の相関関係を社内管理
規程に基づきテストしております。 

なお、特例処理によった金利スワップ及
び金利オプションについては、有効性評価
を省略しております。 

(3) ヘッジ有効性評価の方法 
同  左 
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当     期 前     期 
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日 

 

至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

(1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同  左 

10.その他財務諸表作成のための
重要な事項 

(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準 
「自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（企業会計基準第１号）
が平成14年４月１日以後に適用されるこ
とになったことに伴い、当事業年度から
同会計基準によっております。これによ
る当事業年度の損益に与える影響はあり
ません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、
当事業年度における貸借対照表の資本の
部については、改正後の財務諸表等規則
により作成しております。 

 

 

 (3) １株当たり情報 
「１株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第２号）及び「１株
当たり当期純利益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第４号）
が平成14年４月１日以後開始する事業年
度に係る財務諸表から適用されることに
なったことに伴い、当事業年度から同会
計基準及び適用指針によっております。 
なお、これに伴う影響はありません。 

  

 
追加情報 

当     期 前     期 
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日 
至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

 （自己株式） 
  前事業年度において資産の部に計上していた「自己株

式」（前期末290千円）は、財務諸表等規則の改正により
当事業年度末においては資本の部の末尾に表示しており
ます。 
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〔注記事項〕 
 
（貸借対照表関係） 
                                                                        (単位：千円） 

当 期           前 期                                        期  別 
項  目 （平成15年３月31日現在） （平成14年３月31日現在）  

2,284,135  2,208,860    １．有形固定資産の減価償却累計額                 

   
486,418  470,535    ２．賃貸用不動産の減価償却累計額                 

   
 
 
 
 

 
 

 ３．担 保 に 供 し て い る 資 産                 

 

建物 763,062 
土地 371,057 
借地権 143,094 
投資有価証券 6,195 
賃貸用不動産 466,375 

計 1,749,785  

建物 794,078 
土地 371,057 
借地権 143,094 
投資有価証券 19,328 
賃貸用不動産 470,013 

計 1,797,571 

 
 ４．授権株式数及び発行済株式総数 授権株式数   普通株式 

28,000,000株 
発行済株式総数 普通株式 

8,088,000株  

授権株式数 
28,000,000株 

発行済株式総数 
8,088,000株  

 ５．自 己 株 式 当社が保有する自己株式の数は、普
通株式6,980株であります。 

 

   

 
 
 
 

 ６．偶 発 債 務                 保証債務 1,873,842  保証債務 2,581,917   
    

 
 
 
 
 

期末日満期手形の会計処理につい
ては、当会計期間の末日が金融機関
の休日のため、満期日に決済が行わ
れたものとして処理しております。
期末日満期手形の金額は次のとおり
であります。 

 
 受取手形 

支払手形 
337,218 
69,530   

 ７．期 末 日 満 期 手 形 の 処 理  

  
 
 
 
 
 

土地の再評価に関する法律（平成 
10年３月31日公布法律第34号）に基
づき、事業用の土地（「有形固定資
産」の土地及び「賃貸用不動産」に
含まれる土地）の再評価を行い、土
地再評価差額金を資本の部に計上し
ております。 

土地の再評価に関する法律（平成 
10年３月31日公布法律第34号）に基
づき、事業用の土地（「有形固定資
産」の土地及び「賃貸用不動産」に
含まれる土地）の再評価を行い、再
評価差額金を資本の部に計上してお
ります。 

 

 
 
 
 
 

 再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第３号に定める固定資産
税評価額に基づき合理的な調整を行
い算出しております。 

 再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第３号に定める固定資産
税評価額に基づき合理的な調整を行
い算出しております。 

 
 再評価を行った年月日  再評価を行った年月日  

      平成14年３月31日       平成14年３月31日  
 再評価前の帳簿価額  

2,258,203   
 再評価後の帳簿価額  

1,189,358  

 ８．土 地 再 評 価 差 額 金                 

 再評価を行った土地の期末に 
 おける時価と再評価後の帳簿 
 価額との差額 

△42,430  

 

 

 
（損益計算書関係） 
                                                                        (単位：千円） 

当 期           前 期           

自 平成14年４月１日 自 平成13年４月１日 

                            期  別 
 
項  目 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

関係会社との取引に係るもの 
 

営業外収益 99,708  営業外収益 95,435  
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（リース取引関係） 
                                                                                      （単位：千円） 

当     期 前     期  
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日  
至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日  

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 
るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 
るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
    当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
   当額及び期末残高相当額  

       
  

取 得 価 額      
相 当 額 

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額         

取 得 価 額      
相 当 額 

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額        

 
機械装置    513,516    165,800    347,715 

  
機械装置    407,033     94,932    312,100 

  

 
車両運搬具      8,564      1,993      6,570 

  
車両運搬具      3,761      2,131      1,630 

  

 
 器具備品      9,654      2,445      7,208 

  
器具備品      5,600        116      5,483 

  

 
 ソフトウェア     47,698      6,359     41,338 

  
合  計    416,394     97,181    319,213 

  

 
 合  計    579,433    176,599    402,833 

   

     

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額  
    

1   年   内 93,647 
1   年   超 319,862 
合    計 413,510 

 
1   年   内 75,676 
1   年   超 265,267 
合    計 340,943 

 

   
   
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相当
額 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相当
額 

 

 
支 払 リ ー ス 料 88,623 
減価償却費相当額 80,840 
支払利息相当額 10,568 

 
支 払 リ ー ス 料 74,322 
減価償却費相当額 67,494 
支払利息相当額 6,827 

 

   
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 同  左  
     定額法によっております。  
 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法  
   
    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 同  左  
  差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい   
  ては、利息法によっております。 
 

  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引  
    未経過リース料     未経過リース料   

1   年   内 41,097 
1   年   超 27,370 
合    計 68,467 

 
1   年   内 60,337 
1   年   超 49,664 
合    計 110,001 
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（有価証券関係） 
    子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
（税効果会計関係） 

当     期 前     期 
（平成15年３月31日現在） （平成14年３月31日現在） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 
繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動） 

たな卸資産除去損否認 10,648 
賞与引当金損金算入限度超過額 16,099 
欠損金 16,338 
 43,085  

賞与引当金損金算入限度超過額          15,391 
欠損金                                50,524 

                                          65,915 

 
繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

栃木工場機械装置売却損               143,270 
役員退職慰労引当金否認                29,557 
跡地整地引当金否認                    29,557 
緑化対策引当金否認                    36,239 
退職給付引当金損金算入限度超過額      32,346 
その他                                10,198 

                                         281,170 

栃木工場機械装置売却損 165,854 
役員退職慰労引当金否認 95,808 
跡地整地引当金否認 29,269 
緑化対策引当金否認 35,791 
退職給付引当金損金算入限度超過額 29,648 
その他 20,433 

 376,803  
 
繰延税金負債（流動） 

還付事業税 △12,364  
 

繰延税金負債（固定） 

特別償却準備金 △4,732 
固定資産圧縮特別勘定準備金 △33,836 

 △38,568 
繰延税金資産の純額 368,955  

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主
要な項目別の内訳 

(単位：％） 

法定実効税率                                 42.0 

(調  整） 

 
繰延税金負債（固定） 

特別償却準備金                       △3,282 
固定資産圧縮積立金                  △21,720 

                                        △25,003 
繰延税金資産の純額                 322,082 

 
２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主
要な項目別の内訳 

(単位：％） 
法定実効税率                                 42.0 

(調  整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目        6.1 
住民税均等割額                               8.8 
税率変更差異                                10.1 
その他                                       2.0 
税効果会計適用後の法人税等の負担率          69.0 

 

交際費等永久に損金に算入されない項目        5.2 

住民税均等割額                               6.1 

その他                                       1.8 

３. 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９
号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事業
年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平
成16年４月1日以降解消が見込まれるものに限る。）に使
用した法定実効税率は、前事業年度の42.0％から40.7％に
変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税
金負債の金額を控除した金額）が7,781千円減少し、当事
業年度に計上された法人税等調整額が7,763千円増加し、
その他有価証券評価差額金が18千円減少している。また、
再評価に係る繰延税金資産が10,384千円減少し、土地再評
価差額金が同額減少しております。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率          55.1 
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（１株当たり情報） 

当     期 前     期 
自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日 
至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 494.56円 
１株当たり当期純利益 2.93円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 502.75円 
１株当たり当期純利益 5.90円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権付社債及び転換社債を発行していないた
め記載しておりません。 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純
利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第４号）を適用しております。これに伴う影響はあ
りません。 

 

 
（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は，以下のとおりであります。 

 当     期 前     期 
項 目 自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日 

 至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

当期純利益（千円） 23,756 - 

普通株主に帰属しない金額（千円） - - 
（うち役員賞与金） （-） - 
普通株式に係る当期純利益（千円） 23,756 - 

期中平均株式数（千株） 8,083 - 

 
（重要な後発事象） 

当     期 前     期 

自  平成14年４月１日 自  平成13年４月１日 
至 平成15年３月31日 至 平成14年３月31日 

1.コンクリート二次製品製造事業の譲渡 
 平成15年４月１日を期日として当社栃木工場及び群馬工
場のコンクリート二次製品の製造事業を当社100％子会社で
ある新生工業株式会社へ譲渡いたしました。 
 譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 

 (1)譲渡する部門の売上高及び営業利益 
（平成15年３月期実績） 

  イ.譲渡部門の年間売上高  ７億５百万円 
    平成15年３月期総売上高（131億56百万円）に占め

る割合 5.3％ 
  ロ.譲渡部門の年間営業利益 21百万円 
    平成15年３月期営業利益（２億44百万円）に占める

割合 8.7％ 
 (2)譲渡する資産及び負債 
   原材料36百万円 仕掛品13百万円 貯蔵品４百万円 

(3)譲渡の方法等 
営業権は無償で譲渡し、コンクリート二次製品の工場

施設（建物、土地、機械装置等）は、新生工業株式会社
に賃貸（賃貸料：年間２億88百万円）いたします。 

 

 

２.全国生コン産業厚生年金基金からの脱会 
  当社は、昭和57年11月に社員の福利厚生に資する目的で

厚生年金の一部代行機関である「全国生コン産業厚生年金
基金」に加入いたしましたが、本年10月１日予定の第一セ
メント株式会社との合併に先立ち本年４月30日付をもっ
て当該基金から脱会することを決定いたしました。 
脱会手続きにつきましては、既に同基金の代議員会の承

認を受け、現在厚生労働省厚生局へ脱会の認可申請中で
す。 
正式に脱会が認可されますと、同基金の規約上、過去勤

務債務の支払の義務が生じ、その額は１億13百万円となる
見込です。 

 

 

 


